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１「第５０回 外資系企業動向調査」の概要
１ . 調査の概要
２ . 利用上の注意

Ⅱ「第５０回 外資系企業動向調査」の概況
今回調査のポイント
１ . 分析状況
２ . 新規参入企業の状況
３ . 解散・撤退・外資比率低下企業の状況
４ . 機能別国内事業所の状況
５ . 雇用の状況
６ . アジア・オセアニア地域における地域統括拠点の立地状況
７ . 売上高・輸出高・外国側出資者への売上高の状況
８ . 利益の状況
９ . 自己資本比率の状況

１０ . 設備投資額・研究開発費の状況
１１－１ . 日本で事業展開する上での魅力
１１－２ . 日本で事業展開する上での阻害要因
１２ . 日本のビジネスコストにおける阻害要因
１３－１ . 日本人の人材を確保する上での阻害要因
１３－２ . 外国人を雇用する上での阻害要因
１４－１ . 日本企業との提携実績
１４－２．日本企業との業務提携によるメリット
１５ . 今後の日本企業との業務提携指向
１６ . 今後 1年間の供養見通し
１７ . 日本での今後の事業展開

Ⅲ「第５０回 外資系企業調査」の集計結果表
１ . 操業状況別回収企業数
２－１ . 集計企業数 （母国籍別）
－２ . 〃 （外資比率別）
－３ . 〃 (参入時期別 )
－４ . 〃 (資本金規模別 )
－５ . 〃 (従業者規模別）
－６ . 〃 （都道府県別）

３－１ . 新規参入企業数 （母国籍別）
－２ 〃 （外資比率別）
－３ 〃 （資本金規模別）

４－１ . 撤退企業数 （母国籍別）
－２ . 〃 （参入時規模別）
－３ . 〃 （資本金規模別）

５． 機能の移転
－１ . 海外への移転機能（合計）
－２ . 〃 （母国籍別）
－３ . 機能の移転先の国・地域（合計）
－４ . 〃 （母国籍別）

６ . 機能別国内事業所数（合計）
－１ . 〃 （母国籍別）
－２ . 〃 （外資比率）
－３ . 〃 （参入時期別）
－４ . 保有する事業所数別企業数（機能別）

７ . 従業者数（合計）
－１ . 〃 （母国籍別 ）
－２ . 〃 （外資比率別）
－３ . 〃 （参入時期別）
－４ . 〃 (都道府県別 )

８ . アジア・オセアニア地域における地域統括拠点数
－１ . 日本のアジア・オセアニア地域統括拠点が統括する国・地域（合計）
－２ . 〃 （母国籍別）
－３ . 〃 （外資比率別）
－４ . 〃 （参入時期別）
－５ . 日本のアジア・オセアニア地域統括拠点総括表（国・地域別機能／合計）
－６ . 〃 （機能別国・地域／合計）
－７ . 海外親会社が設置するアジア・オセアニア地域統括拠点の立地国・地域 （合計）
－８ . 〃 （母国籍別）
－９ . 〃 （外資比率別）
－１０ . 〃 （参入時期別）
－１１ . 海外親会社が設置するアジア・オセアニア地域統括拠点総括表（国・地域別機能／合計）
－１２ . 〃 （機能別国・地域／合計）

９ . 売上高、輸出高 －１（母国籍別）－２（外資比率別）－３（参入時期別）
１０ . 仕入高、輸入高 －１（母国籍別）－２（外資比率別）－３（参入時期別）
１１ . 経常利益等収益（合計） －１（母国籍別）－２（外資比率別）－３（参入時期別）
１２ . 資産、資本（合計）－１（母国籍別）－２（外資比率別）－３（参入時期別）
１３ . 財務諸表比率（総資本経常利益率等）（合計）－１（母国籍別）－２（外資比率別）－３（参入時期別）
１４． 外国側筆頭出資者への支払額（合計）－１（母国籍別）－２（外資比率別）－３（参入時期別）
１５ . 設備投資額、研究開発費（合計） －１（母国籍別）－２（外資比率別）－３（参入時期別）
１６ . 売上高研究開発費比率（合計）
１７ . 日本で事業展開する上での魅力
１８ . 日本で事業展開する上での阻害要因
１９ . 日本のビジネス（事業活動）コストにおける阻害要因
２０ . 日本人の人材を確保する上での阻害要因
２１ . 外国人を雇用する上での阻害要因
２２ . 日本企業との提携実績
２３ . 日本企業との提携によるメリット
２４ . 今後の日本企業との提携意向
２５ . 今後１年間の雇用見通し
２６ . 日本での今後の事業展開
２７ . 外資比率が三分の一を越えた理由
２８ . 過去８年間の推移

Ⅳ参考資料 1.参考資料 １．調査票 ２．調査票記入の手引き


